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Symposium

　

現代韓国研究センターでは、主要事業のひとつとして日韓共同研究プロジェクト「日韓政治制度比較」
を実施している。プロジェクトの目的は、日韓両国の政治制度を比較政治制度論の観点から分析し、比
較政治学への貢献可能性を探ろうとするものである。シンポジウムでは、プロジェクトメンバーによる
中間報告を兼ねた報告と討論を行った。

国 際 シ ン ポ ジ ウ ム

日 韓 政 治 制 度 比 較

第 1 セッション　「分割政府」

　康元澤報告は、分割政府が韓国政治にも
たらす影響を韓国政治史の観点から分析し

た。まず、民主化以降の全ての政権が、大統領の所属政党
と国会（議会）での多数党が異なる分割政府を経験してき
たのであり、韓国政治において分割政府は一般的な現象で
ある点を指摘した。その原因としては、次の二つを挙げた。
第1に、地域主義の影響により、選挙を通してひとつの政
党が過半数を取ることは構造的に出来ない状態である。第
2に、大統領と国会議員の選挙時期のずれである。大統領
の任期が5年、国会議員の任期が4年であるため、大統領任
期中半に総選挙が行われている。
　次に、分割政府がもたらす影響を、否定的側面と肯定的
側面に分けて論じた。分割政府が持つ否定的な側面として、
政治的な混乱を指摘した。大統領と国会での多数党との関
係を調整する機能がなく、予算案の国会通過が困難になっ
た場合、極端的な対立が起こりかねない。さらにこのよう
な政治的混乱に拍車をかける要因として、政党の所属議員
に対する拘束力が強い点と、依然として議論を経て合意に
至るという政治文化が十分に醸成されていない点を挙げた。
　他方で、分割政府がもたらす肯定的な側面として、それ
が権力を分散させる効果を持ったことを指摘した。具体的
には、国会での議論が活性化し、野党が提出した法案が立
法化する割合が高まり、また連立政権が誕生するなど、妥
協を前提とした政治が行われる傾向が高まったとの見解を
示した。韓国の民主化における最大の課題は、強い大統領
の権力をいかに牽制するかにあったとした上で、分割政府
の出現により大統領権力の分散化という予想せざる現象が

現れたと評価した。
　最後に、韓国政治にお
いて分割政府が一般的な
現象である以上、今後政
治力によって政党間の対
立を解決するために妥協
や議論を積み重ねていく
努力が求められると締め
くくった。

　浅羽祐樹報告は、韓国において議院内閣制が
採用された第2共和国における分割政府の経験を

素材に、政治制度の設計と政府のガバナンスとの関係を論じた。
　まず、分割政府の三つのバターンが挙げた。第1に、中央
次元においてである。韓国においては大統領が属している
党と議会を掌握している党が異なる場合である。日本にお
いては衆議院と参議院の多数を占める政党が異なる、ねじ
れ状態を指している。第2に、地方次元において首長が属し
ている党と地方議会を掌握している党が異なる場合である。
第3に、中央と地方の間で執権党が異なる場合である。この
三つのバターンの中で、中央次元に絞って報告を行った。
　4・19学生革命により李承晩政権が倒れた後に発足した第
2共和国では、民議院と参議院の両院を持つ議院内閣制が採
用された。参議院は民議院と異なり法律案の先議権や人事
権を持つなど、日本の参議院と比べても強い権限を有して
いた。このような制度設計のもと、1960年7月に行われた選
挙で民主党は両院において過半数を獲得した。しかし、党
内では派閥対立が先鋭化し、大統領は旧派から、首相は新
派から選出するなどの妥協が図られたものの、ついには旧
派が離党して新民党を結成したことにより、民主党は両院
で過半数が割るに至る。政治的混乱が続く中、1961年5月の
軍事クーデターにより、第2共和国は幕を閉じることとなる。
　これまで、このような第2共和国が短命に終わった原因と
しては、張勉国務総理のリーダーシップの弱さや、大統領
との権限関係の不明確さが強調されてきた。しかし、浅羽
教授はその原因として新たに、制度設計上、安定的な政権
運営のためには3回連続で選挙において勝利を収めなければ
ならなかった点（1960年7月以降、63年には参院の半数が、
66年には残りの半数が改選される予定であり、また64年に
は民院の選挙が予定されていた）を指摘し、朴正煕が軍事
クーデターを実行に移した背景には、長期にわたる政局の
混乱が容易に予見された点が大きく作用したと論じた。
　最後に、現代日本において、統治力の低下を総理の資質に帰
する傾向があるものの、両院の選挙日程から見た場合、3回連
続で勝利を収めなければ安定的な政権運営ができないという制
度設計上の問題は今日の日本にも妥当するとの見解を示した。

「韓国大統領制における分割
政府の政治的効果」
康元澤 （ソウル大学）

「分割政府時代における日韓
のガバナンス」
浅羽祐樹 （山口県立大学）
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Symposium

　趙真晩報告は、新制度主義的観点から、
日韓両国に1人2票並立制が導入された際の

総選挙（韓国：2004年、日本：1996年）における有権者
の投票行動を比較分析し、その選挙制度改革の目的、及
びその効果について論じた。
　韓国の場合、2004年に1人2票並立制が導入されるまで、
単純多数小選挙区制を基本としながら一定水準の全国区比
例代表議席を配分する選挙制度を採択していた。しかし、
全国区比例代表制の機能問題や全国区比例代表議席配分問
題、また候補者投票の政党投票議題の問題が浮上し、制度
の適切性に対する司法的判断によって改革が行われた。
　他方、日本においては、複数の当選者を輩出するため
の自民党内の候補者競争とそれに伴う派閥化の進行、政
党政治の発展の阻害、政治腐敗、政権交替の蓋然性の低
さなどの問題のため、1996年1人2票並立制が導入された。
ただしそれは、多様な政治的な利害関係を反映した妥協
の産物でもあった。
　日韓両国が選挙制度改革に至った過程を以上のように
概観した上で、選挙制度改革がもたらす結果について三
つの仮説を提示し、検証した。第1に、民意が政治によ
り反映される効果があった。韓国においては、制度圏外
の急進勢力であった民主労働党が注目すべき成果をあ
げ、比例性の向上に寄与したと評価した。一方、日本の
場合は、多数の候補が当選するそれまでの単記非移譲式
中選挙区制に比べ、選挙制度の比例性が大きく落ちる特
徴が観察された。第2に、選挙制度改革により、政党が
より多元化した。当初政党投票を導入することにより、
群小政党が議席を獲得できる機会が拡張されると期待さ
れた。しかし、韓国において政党の議席率を基準とした
政党有効数に大きな変化は見られなかった。また、日本

においてはそれが急落する特徴が観察された。高い比例
性を保障する単記非移譲式中選挙区制では、政党有効数
が多かったのに対し、1人2票並立制では、比例性が落ち
る結果をもたらしたからであると分析した。第3に、選
挙制度改革は投票率を高める効果がある。有権者に政党
選好を直接的に表明する機会を提供出来ると期待された
からである。韓国においては、2004年の総選挙で投票
率が多少上昇したが、その背景には当時問題となってい
た大統領の弾劾訴追が大きく作用した可能性があり、ま
たその4年後の2008年総選挙では投票率が大きく低下し
たことから、選挙制度改革は投票率の上昇につながらな
かったと分析した。日本においても、選挙制度改革以降、
投票率の下落が観察された。但し、群小政党を支持する
有権者が政党の理念的な近接性と当選可能性を考慮して
分割投票をする傾向があることから、どのような有権者
が一貫投票と分割投票をしているのかについても検討す
べきであると問題提起を行った。
　結論として、韓国においては選挙制度改革が比例性を
高める効果を一定程度有したものの、そこには比例代表
議席の少なさ、地域主義が引き起こす弊害、比例代表に
対する反感といった問題が存在すると分析した。また日
本においては政治参加及び選挙制度の比例性の側面では
問題があるとして、両国の制度改革は当初の目標を達成
していないと述べた。

第 2 セッション　「選挙制度・投票行動」

プログラム
◆テーマ：「日韓政治制度比較」
◆日　時：2011年1月25日（火）　14：00 ～ 18：00

◆場　所：慶應義塾大学三田キャンパス　北館３階大会議室
◆言　語：日韓同時通訳

「韓国と日本の選挙制度改革
と有権者の投票行動」
趙真晩 （仁荷大学）
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13：40　　	 開場
14：00～14：15	 開会の挨拶・趣旨説明
14：15～16：00	 第1セッション「分割政府」
	 司会	 小此木政夫	（慶應義塾大学）
	 報告	 康元澤	 （ソウル大学）
	 　　　			「	韓国大統領制における分割政府の政治

的効果」
	 　　	 浅羽祐樹	 （山口県立大学）
	 　　　			「	分割政府時代における日韓のガバナ

ンス」
	 討論	 待鳥聡史	 （京都大学）	 　　	 	
	 	 田真英	 （国会立法調査処）

16：15～18：00	 第2セッション「選挙制度・投票行動」
	 司会	 西野純也	 （慶應義塾大学）
	 報告	 趙真晩	 （仁荷大学）	
	 	 	「	韓国と日本の選挙制度改革と有権者の投票行動」
	 	 飯田健	 （早稲田大学）
	 　　　		「	日本の有権者の韓国・北朝鮮に対する態度

の決定要因－	時事世論調査の時系列分析、
	 	 　1989～2010年」
	 討論	 高選圭	 （選挙研修院）
	 　　	 辻陽	 （近畿大学）　
	 　　	 賈尚埈	 （檀国大学）
18：00		 閉会の辞　		



Symposium

　飯田健報告は、日本の有権者の対韓国・北朝鮮に対す
る態度の決定要因を分析した。その際、有権者が個々の
国を個別の単位として認識していることを前提としてい
る既存研究とは異なり、有権者が複数の国々を一つの単
位として認識している可能性を提示した。すなわち、日
本の有権者が韓国と北朝鮮を一つの括りとして見做して
いる可能性である。
　このような観点から、次のような三つの仮説を設定し
た。第1に、韓国・北朝鮮・中国に対する否定的評価は
互いに影響を与える。第2に、韓国・北朝鮮・中国に関
連するイベントは、イベントが直接関連する国だけでな
く他の二国への否定的評価にも影響を与える。第3に、
マスメディアがこれらの国々を相互に関連付けて報道を
行うときほどそれぞれの否定的評価の影響力は強まる。
このような仮説を検証するため、1988年から2010年まで
のマスメディアの報道をデータとして、韓国を扱った記
事の中で北朝鮮と中国が同時に言及されている頻度や、
北朝鮮を扱った記事の中で韓国と中国が同時に言及され
ている頻度を分析した。
　データ分析結果、韓国嫌いについては、北朝鮮嫌いが
1%増えると、韓国嫌いが約0.2%増える。中国嫌いが1%
増えると、韓国嫌いが約0.1%増える結果を得た。また、
竹島の日制定をめぐる騒動で韓国嫌いが約10%増加した。
これに対し、北朝鮮関連のイベントの影響は弱いことが

判明した。
　次に有権者の意識が時間的な変化によってどのように
変わって行くのかを分析するために、2回にわたる北朝鮮
のミサイル発射事件をめぐる日本の有権者の態度の変化
を具体的事例として取り上げた。先ず1998年8月31日の
ミサイル発射においては、「北朝鮮嫌い」が発射前に41.3%
だったの対し、発射後には 56.9%まで上昇した。「韓国嫌
い」は発射前に14.3%から発射後に15.9%となった。発射
前1 年間の報道は、金大中政権下での南北和解ムードに
より、南北朝鮮の一体性を示唆する報道が多かった。ま
た、従軍慰安婦と歴史教科書問題が発生し、日本の有権
者が韓国と北朝鮮は同じ括りで認識する傾向が高まった。
　他方、2009年4月5日の北朝鮮のミサイル発射において
は、「北朝鮮嫌い」が発射前の68.1%から発射後には75.8%
まで、「韓国嫌い」は発射前の14.0%から発射後には14.0%
と変化がなかった。発射前1年間の報道は、南北朝鮮の
違いを示唆する傾向が強かった。ブッシュ大統領による

「悪の枢軸」指定や拉致問題以降際立った北朝鮮の特殊
性、そして「韓流ブーム」により、日本の有権者が北朝鮮
と韓国を区別して認識するようになったと分析した。日
本の有権者の韓国・北朝鮮に対する評価は、互いに影響
を及ぼし合っているが、イベントのレベルでは韓国・北
朝鮮を区別できている可能性があると指摘した。
　今後の展望として、日本の有権者の韓国嫌いを減らす
ために、北朝鮮嫌い、中国嫌いを減らす必要があるが、
メディアの報道によってその関係は今後変わりうる可能
性があると指摘した。今後北朝鮮が極端な行動に出る場
合、韓国・中国と切り離して報道されることによって、
日本人が北朝鮮を韓国・中国とは別カテゴリの国として
理解するようになる可能性があるのではないかと述べた。

「日本の有権者の韓国・北朝
鮮に対する態度の決定要因 
－時事世論調査の時系列分析、
1989 ～ 2010年」
飯田健 （早稲田大学）
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日 韓 共 同 研 究 プ ロ ジ ェ ク ト

　日本と韓国の政治制度に注目し、「分割政府」、「行政中核部」、「中央・地方」、「議会と政党内部組織」、「選挙制度・投票行動」の5つの研究ユニッ
トを設けている。日韓の若手研究者を中心メンバーとし、複数年にわたる共同研究を行っている。

日韓政治制度比較

第１回ワークショップ 第 2回ワークショップ 第 3回ワークショップ
5つの研究ユニットそれぞれについて日韓両方のメンバーからリサーチクエスチョンを出しあい、共同研究を進めるにあたって必要な共通の
リサーチクエスチョンを設定した。

日時：2011年1月25日（火）　11：00 ～ 13：00　場所：慶應義塾大学　北館大会議室

メンバー

　「労働市場と非正規職」、「貧困と社会的セーフティネット」、「多文化社会」、「少子高齢化社会」の4つのサブテーマについて日韓の若手研究者
を中心メンバーとして、複数年にわたる共同研究を行っている。研究成果は2011年度に書籍として出版する予定である。

韓国社会の争点と展望

　東アジアの国際政治に焦点を当て、北朝鮮の核問題に対する周辺国の対応や協力について朝鮮半島・米国・中国・ロシアを研究している
日韓の若手研究者を中心メンバーとして、複数年にわたる共同研究を行っている。研究成果は2011年度に書籍として出版する予定である。

転換期の東アジアと北朝鮮問題

メンバー

メンバー
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　辛星昊報告は、周辺国との二国間外交を
伝統的に重視してきた韓国外交が、どのよ

うに多国間外交における自国の役割を模索する方向へと
変貌していったかを説明し、その意義と限界について分
析を行った。
　まず、李明博政権は三つの形態で多国間外交を行って
いると説明した。第1に、日中韓3国の協力体制の中で、
日中の間で架橋的役割を目指している。実際に2011年ま
で韓国に事務局を設置することが合意されている。第2
に、新アジア構想に基づき、北東アジアに集中していた
アジア外交を拡大し、非伝統的分野の協力を進めている。
第3に、グローバル・コリア戦略で、朝鮮半島に限定し
ていた米韓同盟を戦略同盟へ格上げし、地域と世界平和
へ寄与している。その具体例としてソマリア沖の海賊掃
討をはじめ、紛争地域に1000人以上のPKOや、再建チー
ムなど様々な形態で活動をしていること、G-20や2012年
核サミットを開催するなどグローバルな課題に積極的に
取り組んでいることを紹介した。多国間外交に取り組む
際の外交資源としては、経済と政治の同時発展を成し遂
げた実績から得られたソフトパワーを重視していると分
析した。
　次にグローバル・コリア戦略の限界として、経済問題
が今後起きた場合、国際貢献に対する国民の支持が果た
して得られるであろうか、また、次期政権にも受け継が
れる戦略であろうかという問題を提起した。さらに、北
朝鮮問題が不安定化した場合、多国間外交より同問題へ
の対応に集中しなければならなくなるという問題点も指
摘した。
　今後の課題として、今まで成し遂げてきた経済的、
政治的成果をもとに短期的、利己的国家利益の追求を
克服し、地球共同体としての繁栄と韓国の長期的国益
を調和させるビジョン、また外交戦略を立てる必要性
を強調した。

　阪田恭代報告は、北東アジアの新たな安全保障環境に
おける、韓国のグローバル・コリア戦略の位置づけに焦
点を当てた。
　まず、北東アジアにおける安全保障環境に関し、中韓
の台頭によって日米韓中の複雑的相互依存が到来し、伝
統的安全保障と人権問題などの非伝統的安全保障が交
錯する複合な現象が起きていること、領土や資源問題な
どにも同時対応すべき状況となり、新たな問題に対応す
るための多国間枠組みが出来上がっていることを指摘し
た。このように多層的ネットワーク構造は出現したが、
依然として制度化は不十分である現状を、同盟（第1層）、
6者協議や日中韓サミットなどの枠組み（第2層）、地域
制度（第3層）といった多層的な枠組みからなる安全保障
アーキテクチャーとして定義した。
　次に韓国のグローバル・コリア戦略が目指している「協
力ネットワーク外交」が、まさにアーキテクチャー的発想
から出てきているものであると指摘した。その理由とし
ては、韓国は同盟と地域協力を同時に進めるために、米
韓同盟を戦略同盟に格上げし、中韓・露韓とは「戦略的協
力パートナー関係」を構築していること、日本とは「成熟
したパートナー関係」を目指していること、さらに日米韓
と日中韓関係の構築や、6者協議をベースにして北東アジ
ア協力を制度化する目標を立てていることを挙げた。
　最後に北東アジア協力の課題として、日本が米国や韓
国のように国家外交安保戦略・ビジョンを策定すること
をあげた。また、日韓関係の戦略的価値を認識して制度
化していくことの重要性を指摘した。日韓が戦略観を共
有して6者協議や日中韓会議などに臨む必要性も提起し
た。その上で、日韓新時代共同研究プロジェクトの報告
書に海洋秩序について触れられたことは重要な意味を
持っていると締めくくった。

第 1 セッション　「グローバル ∙ コリアの戦略」

「韓国の多国間外交：李明博政
権とグローバル・コリア」
辛星昊 （ソウル大学）

「北東アジア安全保障アーキ
テクチャの構築に向けて―グ
ローバル・コリア戦略と日本
の課題」
阪田恭代 （神田外語大学）
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韓 国 外 交 の 戦 略 課 題



　全在晟報告は、北朝鮮の核問題が新しい
局面を迎えていると指摘し、今後新しいア
プローチを模索するにおいて考慮するにあ

たって考慮すべき点を提示した。
　まず、李明博政権の「原則に基づいた対北関与政策」
に対して、北朝鮮が国内問題により戦略的決断を下さな
くなり、その成果をあげることができなかっただけでな
く、戦略環境が変化している現在ではその政策的妥当性
まで問われていると評価した。戦略環境の変化とは、北
朝鮮の後継体制が公式化されたことで、今後その体制が
核なしでも維持できるかという政治的問題が浮上したこ
とや、米中関係において勢力均衡的な側面で北朝鮮問題
が重視されていることを指している。米国は現状の戦略
的忍耐の立場を維持するだろうと予想し、中国に関して
は米国中心の東アジア秩序に北朝鮮が吸い込まれていく
ことを防ぐことに重点を置いているので変化を期待でき
ないと述べた。
　このように変化した戦略環境を前提に、北朝鮮問題に
対する戦略的アプローチが提示された。まず、北朝鮮の
核問題は戦略的な問題であることを南北及び周辺国が共
有し、その上で、北朝鮮の将来のあり方に関する勢力均
衡的な考慮に基づいた合意が必要となると指摘した。そ
して、次の段階では韓国が中心となり、北朝鮮の将来の
あり方が朝鮮半島だけではなく、周辺国の利益であると
のビジョンを提示していく必要性を提示した。全教授は、
今後韓国は核放棄や統一政策よりは、長期的な観点で北
朝鮮との共存を想定した青写真を作成し、それを周辺国

と共有する協議体を形成
することが望ましいと強
調した。そして、周辺国
が北朝鮮政策に、より一
層政策手段を投入するよ
うに外交を展開すべきで
あると指摘した。

　朱宰佑報告は、中朝関係を国家対国家の
関係で理解する傾向に対して問題提起を行

い、両国関係を社会主義国家同士の「党対党」外交という
視点で分析を行った。
　まず、党対党外交の主な特徴が提示された。第1に、
党大会が閉幕された後、その結果を直接報告し合うため
に人員を派遣している。第2に、党における呼称（肩書）
を重視し、儀典に拘らずに意思疎通を図るチャンネルと
して活用している。第3に、関係回復の有益な戦略的手
段となっている。第4に、互いに不満を公開しない方式
で尊重を表す。
　朱教授は、中朝間の高位級会談を分析し、党対党の
交流が活発に行われていると結論づけた。北朝鮮の後
継者による訪中が一般的に注目されるが、中国の習近
平や胡錦濤も次期指導者に指名された直後に、最初に
北朝鮮を公式訪問したことを強調した。そして、次世
代指導者の間でも同盟関係は薄れることなく、その意
味と価値は共有されており、両国間の首脳会談も党の
総書記同士の党対党外交の観点で理解すべであると主
張した。2000年以降、金正日は計6回訪中しているが、
そのうち5回が非公式訪問であった。同様に胡錦濤も、
北朝鮮を公式訪問しても、国賓としての扱いを受ける
ことは一度もなかった。両国における報道からも、党
の総書記同士の会談として扱われていることが確認で
きる。今年8月、長春での金正日と胡錦濤の会談も例外
ではなかったと分析した。
　最後に今後の展望として、朱教授は両国で共産党
が執権を務める限り、中朝関係の正常国家関係化は、
経済領域に限定されると述べた。その上で、中国は
朝鮮半島における勢力均衡が崩れていると見做して
おり、北朝鮮が改革開放を通してハードパワーを回
復するまで、北朝鮮の核保有でさえ容認するであろ
うと見通した。

第 2 セッション　「北朝鮮とどう向き合うのか」

「南北関係への新たな視点」　
全在晟 （ソウル大学）

「中朝関係の現状と展望：『党
対党』外交を中心に」
朱宰佑 （慶熙大学）
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プログラム
◆テーマ：「韓国外交の戦略課題」
◆日　時：2010年11月9 日（火）　14:45 ～ 18:30

14：15　　	 開場
14：45～16：30	 第1セッション「グローバル・コリアへの戦略」
	 司会・討論　	添谷芳秀	 （慶應義塾大学）
	 報告	 辛星昊	 （ソウル大学）
	 	 「韓国の多国間外交」
	 	 阪田恭代	 （神田外語大学）
	 	 「安保環境への対応とビジョン」
	 討論	 金基正	 （延世大学）	
	 	 佐橋亮	 （神奈川大学）

◆場　所：慶應義塾大学三田キャンパス　北館ホール
◆言　語：日韓同時通訳

16：45～18：30	 第2セッション「北朝鮮とどう向き合うのか」
	 司会・討論	 小此木政夫（慶應義塾大学）
	 報告	 全在晟	 （ソウル大学）
	 	 「南北関係への新たな視点」
	 	 朱宰佑	 （慶煕大学）	 	
	 	 「中朝関係の現状と展望」
	 討論	 ピーター・ベック（CFR日立フェロー）
　　　	 	 西野純也	 （慶應義塾大学）
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　最初に、日本側の委員長
である小此木政夫（慶應大
学）教授と韓国側の委員長
である河英善（ソウル大学）
教授からの挨拶及び基調報
告が行われた。小此木委員
長は、本報告書の意義につ
いて次の三つをあげた。第1に日韓パートナーシップ宣
言（1998年10月）の際に採択された、日韓共同アクション
プラン以来、未来向けの研究として行われた点、第2に国
際的な視野の中で日韓関係を考えていく試みであった点、
第3に日韓双方の意見が一致した内容構成になっている
点を指摘した。続いて河英善委員長は、基調報告を通し
て、同報告書が100年先を視野に入れて作成されたことを
明らかにした。その上で、東アジアの秩序に対する勢力
均衡的な発想や東アジア共同体という理想主義的な発想
を同時に克服するキーワード「複合共生ネットワーク」を
提示した。そして、国際政治・経済において本報告書の
持つ意義を次の三つにまとめた。第1に、行為主体の側面
で、中国の台頭や国家以外のアクターと「共生」する道を
如何に探るかに重点を置いた。第2に、各行為者が活動す
る舞台や秩序の側面で、既存の政治・経済・軍事中心か
ら、文化・環境・科学技術・グローバルガバナンスといっ
た複合的な関係を体系的に形成していくことである。第3
に、活動形態の側面で、日韓はどのように行動するかに
ついて提言がなされたことである。将来においては、近
代国際秩序における葛藤や競争ではなく、またポスト冷
戦期に強調された協力とも異なる、「共生」という複合的
な形態を描き出すことであると河委員長は強調した。

　第1セッションでは、「国際政治ネット
ワーク」と「国際経済ネットワーク」の
順に報告が行われた。「国際政治ネット
ワーク」の日本側の分科委員長である中
西寛（京都大学）教授は、日韓両国は自
由民主主義と市場経済、法の支配といっ
た西洋的で普遍的な価値とアジアの文

化的伝統が共有可能な社会であるとした。そして、これ
らを日韓両国が広めていくことが望ましいと述べた。日
韓は北朝鮮の非核化を共同目標としており、中長期的に
は北朝鮮を復合共生ネットワークに引き込んでいくこと
に利益を共有している。近い将来日韓が同盟を結ぶ可能
性は低いが、北朝鮮と中国を望ましい方向に向かわせる
ために安全保障面からの協力を拡大することが重要であ
るとの見解を示した。また、総合安全保障の観点で代替
エネルギー開発や技術分野での協力を拡大し、ODAと
PKO、非核政策などで協力が可能であると指摘した。次
に韓国側の全在晟（ソウル大学）教授は、北朝鮮や中国を
めぐる日韓の協力は制限されている反面、グローバルな
協力の空間は広がっていると述べた。安全保障ネットワー
クの意味合いが強い、21世紀型の同盟概念をもとに人間
の安全保障、経済、社会交流につながる包括的な安全保
障概念の設定や特定の国を除外しない新しい形態の同盟
が必要であると主張した。日韓におい
て人間の安全保障や国際安保協力は、
歴史のしがらみがなく、比較的容易に
協力ができる。より制度化された形態
での活動、国際安保レジームなどの規
範的領域にもその協力の範囲を広げる
議論と努力が必要であると提起した。
　「国際経済ネットワーク」においては、深川由起子（早
稲田大学）教授が日本側の分科委員長であり、報告書作
成にあたっては通商、金融、開発援助を中心に議論展開
したと述べた。まず通商において両国の製造業の競争力
をアジアの成長基盤とすべきであると提言した。委員会
ではこれらをアジアの成長における公共財として提供す
ることへの共感が得られたと明かした。次に最近FTA
締結そのものが目的化していると指摘した。先にどれだ
けのFTAを結ぶかではなく、成長戦略の一環として推
進すべきであるとの提案がなされた。次に金融や知的貢
献の部分においては、ルールのイノベーション、透明性、
開放性において方向性が一致していると述べた。最後に

Symposium

　

日韓両首脳の合意により始まった「日韓新時代共同研究プロジェクト」の報告書「『日韓新時代』のための提
言－共生のための複合ネットワーク構築－」が、2010年10月22日に発表された。同報告書の作成に参加し
たプロジェクト委員会メンバーを招き、今後の日韓協力のあり方について議論を深めた。ここでは、主に報
告書をもとに議論が行われた、第1セッション「新時代のための『複合共生ネットワーク』」を中心に紹介する。

シ ン ポ ジ ウ ム

「 日 韓 新 時 代 」 の た め の 提 言
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開発援助に関しては、将来
北朝鮮の国際社会への復帰
を見通して協力を考える議
論がなされた。日韓両国は
技術力や工業力の発展を重
視していることから、北朝
鮮への開発援助のやり方に
おいては、一致しているところが多いとの指摘もなされ
た。続いて韓国側の分科委員長鄭永祿（ソウル大学）教
授は、中国の台頭をどのように解釈し、共同対応してい
くべきかについて行われた議論を中心に報告した。鄭教
授は中国の台頭が東アジアにおける経済秩序の変化を意
味すると位置づけた上で、日韓、ひいては日中韓がどの
ように協力できるかが重要であると指摘した。重商主義
を克服し、弱い域外の経済への金融や援助をどのように
推進していくかに議論が集中したと明かした。最後に鄭
教授は今直面している課題に協力できなければ、過去も
克服できないと指摘して両国の協力関係構築の重要性を
強調した。 
　同報告書について、外部から招いた3人のコメンテー
ターによる討論も行われた。まず渡辺利夫（拓殖大学）総
長は、日韓安保協力の土台となる日米同盟や米韓同盟を劣
化させることは避けるべきであると報告書で言及したほ
うがよかったのではないかと指摘した。日韓がともに米国
との同盟によって安全保障を確保している以上、同盟劣化
が中国の自己主張や北朝鮮の挑発を招いてしまった可能

性があるからである。ま
た、 日 韓FTAやODAに
関する政策提言について
は、それぞれを政策化す
るにおいてネガティブな
要因をいかに抑制し、ポ
ジティブな要因をいかに

活用していくかが
言及されたのであ
れば、政策へのイ
ンパクトがより大
きかったのではな
いかと述べた。渡
辺総長は、個人的
な提言として日韓
提携型ODA政策の
推進をあげた。両国が第3国でそれぞれの強みを活かしな
がら一緒に汗を流すことによって協力関係が深まるだろ
うと、その意義を提示した。次に、五百旗頭真（防衛大学
校）校長は、戦後アジアの発展と現状をふまえながら、日
韓協力を位置付けた。特に中国に対する対応は日韓共通の
課題であるとした上で、権力政治のモデルは通用しないこ
とを日韓が明確に示す必要があると強調した。その一方で
時間を要するものであるが、相互依存モデルを強化して中
国や北朝鮮と信頼関係を構築していくことが重要である
と述べた。最後に北岡伸一（東京大）教授は、まず国連代
表部次席大使を務めた経験をもとに、国連における日韓
協力について言及した。人権や民主主義問題、北朝鮮の
挑発において日韓は共同歩調を取っている。事例を紹介
した上で、今後援助やPKOにおける協力が進められれば、
相手は脅威ではなく尊敬できるパートナーであることを
相互学習できるようになり、さらに協力の領域が広がると
見通した。また、北朝鮮の挑発が今より激しくなれば、ど

のように対応するかに対
する議論を含め、レジー
ムチェンジや韓国主導の
統一における様々な問題
に対する対応を本格的に
議論すべき時期に来てい
ると強調した。 

Symposium

プログラム
◆テーマ：「「日韓新時代」のための提言」
◆日　時：2010年12月20日（月）　9:40 ～ 18:15
◆共　催：東北亜歴史財団（韓国）

◆場　所：慶應義塾大学三田キャンパス　北館ホール
◆言　語：日韓同時通訳

9：10　　	 開場
9：40～ 10：00	 開会式
	 挨拶	 小此木政夫	（慶應義塾大学現代韓国研究センター長）	
	 	 鄭在貞	 （東北亜歴史財団理事長）
10:00 ～ 12:00	 第1セッション「新時代のための『複合共生ネットワーク』」
	 司会　	 小此木政夫	（共同研究プロジェクト日本側委員長）
	 基調報告	 河英善	 （共同研究プロジェクト韓国側委員長）
	 分科報告	「国際政治ネットワーク」	 	 	
	 	 中西寛	 （京都大学）
	 	 全在晟	 （ソウル大学）
	 	 「国際経済ネットワーク」
　	 	 深川由起子	（早稲田大学）
	 	 鄭永祿	 （ソウル大学）　
	 コメント	 渡辺利夫	 （拓殖大学総長）　
	 	 五百旗頭真	（防衛大学校長）
　　	 	 北岡伸一	 （東京大学）
13:15 ～ 14:45	 第2セッション「国際政治」
	 司会	 中西寛	 （京都大学）
	 報告	 田所昌幸	 （慶應義塾大学）
	 	 全在晟	 （ソウル大学）

	 討論	 田中明彦	 （東京大学）
　　　　	 	 文興鎬	 （漢陽大学）
	 	 村田晃嗣	 （同志社大学）
15:00 ～ 16:30	 第3セッション「国際経済」
	 司会	 鄭永祿	 （ソウル大学）
	 報告	 孫洌	 （延世大学）
	 	 小川英治	 （一橋大学）
	 討論　	 木村福成	 （慶應義塾大学）
	 	 金基石	 （江原大学）
	 	 澤田康幸	 （東京大学）
	 	 金良姫	 （対外経済政策研究院）
16:45 ～ 18:15　	第4セッション「現在及び将来の日韓関係」
	 司会　	 河英善	 （ソウル大学）
	 	 小此木政夫	（慶應義塾大学）
	 報告　	 李元徳	 （国民大学）
	 	 添谷芳秀	 （慶應義塾大学）
	 討論　	 金浩燮	 （中央大学）
	 	 平岩俊司	 （関西学院大学）
	 	 朴喆熙	 （ソウル大学）
	 	 西野純也	 （慶應義塾大学）
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　環日本海経済研究所の三村光弘研究員を招き、「北朝鮮
の後継体制と経済」と題して、第7回定例セミナーを開催
した。
　三村光弘研究員は、経済面に焦点を当て、北朝鮮の後
継体制問題を分析した。まず、2010年9月に開催された
朝鮮労働党代表者会での党規約の改定を通して、党によ
る指導の強化が行われたと指摘した。青年同盟に対する
党の指導強化や、朝鮮人民軍内の党組織の役割を高める
内容が補充されたことは、1980年代以前の状態に戻され
たように見えるとして上で、その党の当面の目的として
朝鮮半島北部で社会主義「強盛大国」を建設することが明
記されたことの意味は非常に大きいと強調した。2009年
の憲法改正に続いて、それまで掲げられていた社会主義
の完全勝利という目標が削除されたことは、当面の政策
課題を示していると考えられるからである。ここで社会
主義「強盛大国」とは、政治思想大国、軍事大国、経済大
国の三つの要素によって成り立っているが、北朝鮮の言
い方からすると、前の二つは達成済みで、残るは経済大
国建設のみである。この点で三村研究員は、今後経済建
設においてより積極的な措置が取られる可能性があると
見通した。
　次に北朝鮮の経済的現状と今後の展望について分析し
た。北朝鮮の経済問題は、冷戦終結によって社会主義市
場が崩壊したことに起因すると前置きし、その後の経済
政策は成長より生き残りに重点が置かれ、未完の改革に

とどまっていると指摘した。生き残りから
成長へと転じるためには、社会主義市場に
代わる資本や外貨の供給源を確保する必要
がある。これまで北朝鮮では、社会主義計
画経済の枠内で限定的に市場的要素を取り
入れ、経済の活性化を図ってきた。しかし、
経済が完全に回復しないうちに市場的要素
が拡大した状況にある。制御が困難になっ
た実態を制度に取り込む「体制内改革」をさ
らに進めるべきであったが、北朝鮮が引締
めに転じた側面がある。2002年7月の「経済
管理改善措置」以降、国営企業の経営自主権
がより多くなり、国営企業さえ市場とかか
わりをもつようになった。その後市場によ

る副作用を取り除くために、2009年11月に貨幣改革が実
施されるようになった。その改革の成功のカギは、国営
企業による物の供給にあったが、実際国営企業はその役
割を果たせず、結果的には経済を市場と切り離しては考
えられない現状が浮き彫りになった。三村研究員は、こ
れらの現状を踏まえ、貨幣改革を実施した際の混乱から
得られた教訓をもとに、今後国営企業の役割を再定義す
る作業が行われるようになるとの見通しを示した。また、
国営企業が既得権を維持することより、大きな成長の可
能性を見出すことや、政治体制の安定が保証されること
が、本格的な市場原理導入の条件になると付け加えた。
　最後に、今後の北朝鮮経済を待ち受ける機会と試練に
ついて指摘した。まず、社会主義圏が崩壊した1990年代
初めから20年間生存してきた、ある種の「成功体験」を克
服する必要性が指摘さ
れた。そして、経済中
心の政策への転換に伴
い、経済成長の道筋が
立てられることが望ま
しいと論じた。さらに
は北朝鮮国内のみなら
ず、周辺国においても、
北朝鮮の成長した姿が
共有されることが重要
であると締めくくった。

報告：三村光弘（環日本海経済研究所主任）
討論：小此木政夫（現代韓国研究センタ－長）
司会：西野純也（同副センタ－長）
日時：2010年 10月 19日（火）　17:30 ～ 19:00
場所：慶應義塾大学三田キャンパス　東館8階ホ－ル

「北朝鮮の後継体制と経済」
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活 動 報 告

日韓対話「北朝鮮党代表者会議以降の朝鮮半島
情勢と北朝鮮体制」
日時：2010年11月27日（土）13:00 ～ 18:00
場所：東館5階交流スペース
共催：�現代韓国研究センター
� 韓国学研究院（韓国又石大学）

 第1セッション　北朝鮮後継体制の分析及び展望 
  報告 宋政澔 （又石大学）

   礒崎敦仁 （慶應義塾大学）

 第2セッション  中朝（経済）関係及び日朝関係の動
向と展望

  報告 李ヨンフン （韓国銀行）

 第3セッション  南北関係及び朝鮮半島情勢動向
と展望

  報告 渡邊武 （防衛研究所）

   金榕炫 （東国大学）

  討論 小此木政夫 （現代韓国研究センター長）

   羅鍾一 （又石大学総長）

   金スアム （統一研究院）

   金ユウン （漢陽大学）

   全在晟 （ソウル大学）

   許太會 （鮮文大学）

   平岩俊司 （関西学院大学）

   西野純也 （慶應義塾大学）

   堀田幸裕 （霞山会）

韓国成均館大学生研修団訪問
日時：2011年1月24日（月）12:00 ～ 15:00
場所：東アジア研究所第一共同研究室

成均館大学生研修団（辛利永教授を含む25名）がセンター
を訪問し、西野純也副センター長による講義（「日韓関係
の現状と未来」）を受講した。

韓国人記者懇談会
日時：2010年10月1日（金）13:30 ～ 15:00
場所：東アジア研究所第一共同研究室

日本外務省の招請で来日した韓国人記者5名がセンター
を訪問し、西野純也副センター長と韓国の政治外交につ
いて懇談会を行った。

韓国人記者懇談会
日時：2010年10月19日（火）9:30 ～ 11:30
場所：東アジア研究所第一共同研究室

日本外務省の招請で来日した韓国人記者9名がセンター
を訪問し、小此木政夫センター長と現在の日韓関係につ
いて懇談会を行った。

E v e n t
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